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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○宮崎県事務委任規則の一部を改正する規則…………（人事課）１
○旅館業法施行細則の一部を改正する規則………（衛生管理課）１
　　　告　　　示
○生活保護法に基づく医療機関の指定……………（福祉保健課）13
○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止の届出…（　　〃　　）13
○生活保護法に基づく指定介護機関（居宅介護支
　援事業所）の所在地の変更（２件）……………（　　〃　　）13
○生活保護法に基づく指定介護機関（居宅介護支
　援事業所）の廃止…………………………………（　　〃　　）14

○建築基準法に基づく道路の位置の指定…………（建築住宅課）14
○障がい者雇用促進企業等からの物品の買入れに
　関する要綱の一部を改正する告示………………（物品管理調達課）14
　　　公　　　告
○土地改良区の役員の就退任の届出（４件）……（農村整備課）18
○土地改良区の役員の退任の届出…………………（　　〃　　）20
○落札者等の公告………………………………………………………20
　　　選挙管理委員会告示
○選挙権を有する者の総数の50分の１の数及び３
　分の１の数……………………………………………………………21
○選挙区における選挙権を有する者の総数の３分
　の１の数………………………………………………………………21

規　　　　　則

　宮崎県事務委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第47号
　　　宮崎県事務委任規則の一部を改正する規則
　宮崎県事務委任規則（昭和40年宮崎県規則第10号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表（第２条関係）

付表（西臼杵支庁長の項第38号、農林振興局長の項第17号関係）

別表（第２条関係）

付表（西臼杵支庁長の項第38号、農林振興局長の項第17号関係）

出先機関
の長

　　　委　　　　任　　　　事　　　　務

　［略］
保健所長 １～16　［略］

17～70　［略］
　［略］

　［略］ 　［略］

出先機関
の長

　　　委　　　　任　　　　事　　　　務

　［略］
保健所長 １～16　［略］

16の２　住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号）
　第17条第１項の規定による報告の徴収及び立入
　検査に関すること。
17～70　［略］

　［略］

　　　附　則
　この規則は、平成30年６月15日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　旅館業法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第48号
　　　旅館業法施行細則の一部を改正する規則
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　旅館業法施行細則（昭和61年宮崎県規則第35号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（営業の許可）
第２条　［略］
２　省令第１条第２項に規定する図面は、次のとおりとする。
　(１)～(３)　［略］
　(４)　玄関帳場その他これに類する設備（以下「玄関帳場等」と
　　いう。）及びその周囲の鳥かん図

　(５)・(６)　［略］
３　第１項の申請書には、前項の図面のほか、次に掲げる書類及び
　図面を添付しなければならない。
　(１)　［略］

　(２)～(４)　［略］
４　［略］

　（営業の許可）
第２条　［略］
２　省令第１条第２項に規定する図面は、次のとおりとする。
　(１)～(３)　［略］
　(４)　玄関帳場その他これに類する設備（以下「玄関帳場等」と
　　いう。）を設置する場合にあっては、当該設備及びその周囲の
　　鳥かん図
　(５)・(６)　［略］
３　第１項の申請書には、前項の図面のほか、次に掲げる書類及び
　図面を添付しなければならない。
　(１)　［略］
　(２)　玄関帳場等を設置しない場合にあっては、事故が発生した
　　ときその他の緊急時における迅速な対応を可能とする設備を備
　　えていること、並びに宿泊者名簿の正確な記載、宿泊者との間
　　の客室の鍵の適切な受渡し及び宿泊者以外の者の出入りの状況
　　の確認を可能とする設備を備えていることが確認できる書面
　(３)～(５)　［略］
４　［略］

　別記様式第１号を次のように改める。
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　別記様式第３号を次のように改める。
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　別記様式第５号を次のように改める。
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　別記様式第８号を次のように改める。
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　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
改正前 改正後

様式第９号（第５条関係）
　　［略］

　備考　一部停止の場合は、停止の部分を明示した平面図を添付す
　　ること。

様式第10号（第５条関係）
　　［略］

　備考　一部廃止の場合は、廃止の部分を明示した平面図を添付す
　　ること。

様式第11号（第７条関係）
　　［略］

　　［略］

様式第９号（第５条関係）
　　［略］

　記入上の注意
　　※欄は、該当する事項の□に 印を付すこと。
　添付書類
　　一部停止の場合は、停止する部分を明示した平面図
様式第10号（第５条関係）
　　［略］

　記入上の注意
　　※欄は、該当する事項の□に 印を付すこと。
　添付書類
　　一部廃止の場合は、廃止する部分を明示した平面図
様式第11号（第７条関係）
　　［略］

　　［略］

営業の種別 旅館・ホテル・簡易宿所・下宿
　［略］

営業の種別 旅館・ホテル・簡易宿所・下宿
　［略］

※営業の種別 □旅館　□ホテル　□簡易宿所　□下宿
　［略］

※営業の種別 □旅館・ホテル　□簡易宿所　□下宿
　［略］

※営業の種別 □旅館・ホテル　□簡易宿所　□下宿
　［略］

※営業の種別 □旅館・ホテル　□簡易宿所　□下宿
　［略］

　　　附　則　　
　（施行期日）
１　この規則は、平成30年６月15日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）
２　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の旅館業法施行細則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を
　適宜補正して使用することができる。

告　　　　　示

宮崎県告示第 555号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項
においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと
おり指定した。	
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 556号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（中国残留邦人
等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第
４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ
り、指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。
　　平成30年６月14日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 557号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第４項において
準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による
ものとされた場合を含む。）の規定により、指定介護機関（居宅介
護事業所）から次のとおり変更した旨の届出があった。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　届出をした指定介護機関（居宅介護事業所）

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

尾﨑眼科延岡 延岡市岡富町 125番地 平成30年５月１日

名　　称 所　　在　　地 廃止年月日

そうごう薬局三股
仲町店

北諸県郡三股町大字樺
山3481番地４

平成30年６月３日

　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

居宅介護事業者 居宅介護事業所

名　称 主たる事務所の所
在地 名　称 所　在　地

有限会社
ハ－トラ
イフノア

都城市八幡町10街
区11号

有限会社
ハ－トラ
イフノア

都城市八幡町10街
区11号
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居宅介護事業所の所在地 変　更
年月日変　更　前 変　更　後

都城市八幡町８街区10号 都城市八幡町10街区11号 平成30年
４月１日

２　届出事項	

２　届出事項	

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 558号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第４項において
準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による
ものとされた場合を含む。）の規定により、指定介護機関（居宅介
護事業所）から次のとおり変更した旨の届出があった。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　届出をした指定介護機関（居宅介護事業所）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 559号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第４項において
準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による
ものとされた場合を含む。）の規定により、指定介護機関（居宅介
護事業所）から次のとおり廃止した旨の届出があった。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 560号
　建築基準法（昭和25年法律第 201号）第42条第１項第５号の規定
により、次のとおり道路の位置を指定した。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

居宅介護事業者 居宅介護事業所

名　称 主たる事務所の所
在地 名　称 所　在　地

株式会社
ト－タル
・ケアサ
－ビス

都城市山之口町富
吉2907番地

居宅介護
支援事業
所まごこ
ろ

都城市横市町5876
番地９

居宅介護事業所の所在地 変　更
年月日変　更　前 変　更　後

都城市姫城町10街区１号
西棟

都城市横市町5876番地９ 平成30年
４月１日

居宅介護事業者 居宅介護事業所
廃　止
年月日名　称 主たる事務

所の所在地 名　称 所在地

医療法人高
千穂会

都城市上長
飯町42号１
番地

ひかり居宅
介護支援セ
ンタ－都城

都城市上長
飯町42号１
番地

平成30年
５月15日

指定
番号

申請者
氏　名

位　　　　置
道路の概要
�メートル�

指　定
年月日

幅員 延長

(高岡）
30−１

矢野宏敏 東諸県郡国富町大
字本庄字義門寺45
21番２、4521番18
、4521番２地先里
道の一部

4.00 20.97 平成30
年５月
15日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　障がい者雇用促進企業等からの物品の買入れに関する要綱の一部を改正する告示をここに公表する。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県告示第 561号
　　　障がい者雇用促進企業等からの物品の買入れに関する要綱の一部を改正する告示
　障がい者雇用促進企業等からの物品の買入れに関する要綱（平成18年宮崎県告示第 445号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（定義）
第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ
　ぞれ当該各号に定めるところによる。
　(１)　［略］
　(２)　障がい者雇用促進企業　次に掲げる要件を満たす者であっ
　　て、第４条第１項の登録を受けたものをいう。
　　ア・イ　［略］
　　ウ　県内の本店、支店、営業所等で、常時雇用する労働者の数
　　　に対するその雇用する障がい者である労働者の数の割合が、

　（定義）
第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ
　ぞれ当該各号に定めるところによる。
　(１)　［略］
　(２)　障がい者雇用促進企業　次に掲げる要件を満たす者であっ
　　て、第４条第１項の登録を受けたものをいう。
　　ア・イ　［略］
　　ウ　県内の本店、支店、営業所等で、常時雇用する労働者の数
　　　に対するその雇用する障がい者である労働者の数の割合が、
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　　　 100分の 2.0以上であること。
　(３)　［略］

　　　 100分の 2.2以上であること。
　(３)　［略］

　別記様式第２号を次のように改める。
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　　　附　則
　この告示は、公表の日から施行する。

公　　　　　告

　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により
、高岡町土地改良区（宮崎市）の役員の就任及び退任について次の
とおり届出があった。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　就任した役員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により
、梶山土地改良区（三股町）の役員の就任及び退任について次のと
おり届出があった。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　就任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 黒　木　辰　男 宮崎市高岡町小山田2559番地

理 事 山　口　紀　壽 宮崎市高岡町花見5497番地２

理 事 西　村　國　義 宮崎市高岡町飯田2276番地

理 事 市　瀬　憲　一 宮崎市高岡町浦之名4903番地 132

理　　事 脇　元　敏　幸 宮崎市高岡町飯田27番地

理　　事 東　　　　　守 宮崎市高岡町高浜 332番地５

理　　事 山　元　幸　男 宮崎市高岡町浦之名 342番地９

理　　事 椎　葉　重　敏 宮崎市高岡町下倉永 712番地10

理 事 西　園　文　一 宮崎市高岡町上倉永2672番地

理 事 川　畑　　　朗 宮崎市高岡町浦之名4928番地

理 事 鵜　木　栄　次 宮崎市高岡町花見1126番地

理 事 兼　森　義　廣 宮崎市高岡町内山 295番地４

理　　事 長　友　明　利 宮崎市高岡町花見3220番地

理　　事 薗　田　安　則 宮崎市高岡町飯田2002番地７

理　　事 前　田　敏　博 宮崎市高岡町内山 563番地

理　　事 岩　切　光　市 宮崎市高岡町上倉永 703番地７

監 事 高　原　良　男 宮崎市高岡町下倉永1200番地 179

監 事 石　川　幸　保 宮崎市高岡町花見4180番地

監 事 田　代　康　雄 宮崎市高岡町上倉永 362番地２

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 黒　木　辰　男 宮崎市高岡町小山田2559番地

理 事 山　口　紀　壽 宮崎市高岡町花見5497番地２

理 事 西　村　國　義 宮崎市高岡町飯田2276番地

理 事 薗　田　安　則 宮崎市高岡町飯田2002番地７

理 事 市　瀬　憲　一 宮崎市高岡町浦之名4903番地 132

理 事 脇　元　敏　幸 宮崎市高岡町飯田27番地

理　　事 東　　　　　守 宮崎市高岡町高浜 332番地５

理 事 山　元　幸　男 宮崎市高岡町浦之名 342番地９

理 事 椎　葉　重　敏 宮崎市高岡町下倉永 712番地10

理 事 西　園　文　一 宮崎市高岡町上倉永2672番地

理 事 星　﨑　卓　三 宮崎市高岡町上倉永 309番地１

理 事 川　畑　　　朗 宮崎市高岡町浦之名4928番地

理 事 冨　永　益　男 宮崎市高岡町五町2324番地２

理　　事 長　友　明　利 宮崎市高岡町花見3220番地

理 事 鵜　木　栄　次 宮崎市高岡町花見1126番地

理　　事 兼　森　義　廣 宮崎市高岡町内山 295番地４

監 事 安　楽　勝　則 宮崎市高岡町下倉永 678番地

監 事 梅　元　秀　樹 宮崎市高岡町高浜 331番地１

監 事 高　原　良　男 宮崎市高岡町下倉永1200番地 179

　（任期：平成32年３月31日まで）
２　退任した役員
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　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により
、上岩戸土地改良区（高千穂町）の役員の就任及び退任について次
のとおり届出があった。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　就任した役員

　（任期：平成32年４月20日まで）
２　退任した役員

　（任期：平成33年３月31日まで）
２　退任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 鈴　木　治　明
北諸県郡三股町大字長田2980番地
１

理 事 溝　口　良　信 北諸県郡三股町大字長田3378番地

理 事 満　来　和　秋 北諸県郡三股町大字長田3343番地

理 事 嘉　藤　　　繁 北諸県郡三股町大字長田2899番地

理　　事 新　納　長次郎 北諸県郡三股町大字長田2914番地

理　　事 財　部　正　次 北諸県郡三股町大字長田3310番地

理　　事 下　石　康　博
北諸県郡三股町大字樺山1180番地
４

理　　事 釘　元　信　一
北諸県郡三股町大字長田 215番地
１

監 事 茨　木　　　健 北諸県郡三股町大字長田2923番地

監 事 竹ノ内　德　夫 北諸県郡三股町大字長田1151番地

監 事 小　牧　俊　光
北諸県郡三股町大字樺山4955番地
３

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 鈴　木　治　明
北諸県郡三股町大字長田2980番地
１

理 事 溝　口　良　信 北諸県郡三股町大字長田3378番地

理 事 鈴　木　　　誠 北諸県郡三股町大字長田2913番地

理 事 嘉　藤　　　繁 北諸県郡三股町大字長田2899番地

理 事 満　来　和　秋 北諸県郡三股町大字長田3343番地

理 事 坂　元　信　治
北諸県郡三股町大字長田2867番地
１

理　　事 下　石　康　博
北諸県郡三股町大字樺山1180番地
４

理 事 釘　元　信　一
北諸県郡三股町大字長田 215番地
１

監 事 茨　木　　　健 北諸県郡三股町大字長田2923番地

監 事 竹ノ内　德　夫 北諸県郡三股町大字長田1151番地

監 事 小　牧　俊　康
北諸県郡三股町大字樺山3920番地
４

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 甲　斐　幸　次
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 899
番地

理 事 佐　藤　高　貴
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 745
番地４

理 事 佐　藤　和　広
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 445
番地

理 事 佐　藤　安　志
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 336
番地

理　　事 佐　藤　健　喜
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸81番
地

監 事 佐　藤　安　久
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 820
番地

監 事 佐　藤　今朝春
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 464
番地

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 甲　斐　幸　次
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 899
番地

理 事 佐　藤　光　延
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 677
番地

理 事 佐　藤　和　広
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 445
番地

理 事 佐　藤　年　宣
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 337
番地
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　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　就任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 甲　斐　昭　男
西臼杵郡高千穂町大字下野 444番
地３

理 事 岡　部　幸　孝
西臼杵郡高千穂町大字上野 101番
地

理 事 江　藤　志米雄
西臼杵郡高千穂町大字下野2063番
地２

理 事 田　邉　照　國
西臼杵郡高千穂町大字下野 502番
地

理　　事 佐　藤　哲　治
西臼杵郡高千穂町大字下野2305番
地

理　　事 佐　藤　正　一
西臼杵郡高千穂町大字下野1450番
地

理　　事 戸　髙　博　貴
西臼杵郡高千穂町大字上野5029番
地

理　　事 永　迫　マスヨ
西臼杵郡高千穂町大字上野11番地
４

監　　事 工　藤　博　志
西臼杵郡高千穂町大字下野 314番
地２

監　　事 甲　斐　スミ子
西臼杵郡高千穂町大字上野24番地
５

　（任期：平成34年３月31日まで）
２　退任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 甲　斐　昭　男
西臼杵郡高千穂町大字下野 444番
地３

理 事 岡　部　幸　孝
西臼杵郡高千穂町大字上野 101番
地

理 事 江　藤　志米雄
西臼杵郡高千穂町大字下野2063番
地２

理 事 森　　　正　明
西臼杵郡高千穂町大字下野 528番
地

理 事 田　邉　照　國
西臼杵郡高千穂町大字下野 502番
地

理 事 佐　藤　哲　治
西臼杵郡高千穂町大字下野2305番
地

理　　事 橋　本　信　重
西臼杵郡高千穂町大字下野 134番
地

理 事 甲　斐　スミ子
西臼杵郡高千穂町大字上野24番地
５

監　　事 江　藤　裕　司
西臼杵郡高千穂町大字下野1955番
地

監　　事 工　藤　博　志
西臼杵郡高千穂町大字下野 314番
地２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により
、大淀川左岸土地改良区（宮崎市）の役員の退任について次のとお
り届出があった。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
退任した役員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
落札者等の公告
　一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する
。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　落札に係る調達件名
　　トナーカートリッジ等の単価契約
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 前　田　喜　輝 小林市真方5633番地３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により
、浜之瀬土地改良区（高千穂町）の役員の就任及び退任について次
のとおり届出があった。

理 事 佐　藤　康　弘
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸74番
地

監 事 佐　藤　安　久
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 820
番地

監 事 佐　藤　今朝春
西臼杵郡高千穂町大字上岩戸 464
番地



─ 21 ─

宮　崎　県　公　報 平成 30 年 ６ 月 14 日（木曜日）　第 3003 号

選挙管理委員会告示

宮崎県選挙管理委員会告示第27号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１
項に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第
76条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行政の
組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第８条第１項
に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40
万を超え80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の
１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得
た数、その総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える
数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40
万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成30年５
月21日現在次のとおりである。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　吉　瀬　和　明
　選挙権を有する者の総数の50分の１の数　　　　　　　18,498人
　選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え
80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じ
て得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、そ
の総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分
の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分
の１を乗じて得た数とを合算して得た数）　　　　　　 215,607人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県選挙管理委員会告示第28号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項に規定する選挙
権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以
下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じて得た
数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数
が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分の１を
乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を
乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成30年５月21日現在次の
とおりである。
　　平成30年６月14日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　吉　瀬　和　明
　西臼杵郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　 　5,869人

　　宮崎県警察本部警務部会計課　宮崎市旭１丁目８番28号
３　落札者を決定した日
　　平成30年６月４日
４　落札者の氏名及び住所
　　株式会社システム開発　代表取締役　原野　茂盛
　　宮崎市大橋３丁目 101番地１号
５　落札金額
　　33,285,600円（消費税込み）
６　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
７　一般競争入札の公告を行った日
　　平成30年４月23日
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